
 

令和４年度より「障害福祉サービスガイドライン」につい

て、下記のとおり分冊とします。 

0. 参考資料 

1. 訪問系サービス 

2. 移動系サービス 

3. 通所系サービス 

4. 入所系サービス 

5. 地域移行系サービス 

1



 0 

【参考】対象となる障害者等 

本文中に出てくる「障害者」及び「障害者等」に含まれるものは、下記の通り。 

（１）障害者（法第４条第１項）  

ア  身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者  

イ  知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者  

ウ  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障

害者支援法にいう発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。

以下「精神障害者」という。）のうち１８歳以上である者  

なお、高次脳機能障害については、器質性精神障害として精神障害に分類される

ものであり、精神障害者であることが確認された場合、給付の対象となる。  

エ  治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものに

よる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって１８歳以上である者

（以下「難病等対象者」という。） 

  ※対象疾患については、次ページの一覧を参照  

（２）障害児（法第４条第２項）  

児童福祉法第４条第２項に規定する障害児 

 

 

 

 

 

 

 

（１）のエ「難病等対象者」については、「障害者総合支援法対象疾病検討会」を踏まえ、見

直しを行うものとされている。 

○注  
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 支給決定の考え方 

 障害者総合支援法においては、「障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営む

ための支援は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を持つ個

人として尊重され、全ての障害者が可能な限りその身近な場所で日常生活を営むため

の支援を受けることができ、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、

地域社会で共生することが実現できることを基本理念とし、その上で総合的かつ計画

的に行わなければならない。」と定められている。 

神戸市においても法の主旨を尊重し、障害福祉サービスの支給量の決定に当たって

は、個々の生活状況等について丁寧に聞き取りを行い、支給決定の勘案事項、審査会

の意見、サービス等利用計画案等の内容を踏まえ、支給決定を行うこととする。 

なお支給決定に当たっては、公平かつ適正な支給決定を行うため、あらかじめ支給

の要否や支給量の決定についての支給決定基準を定めておくことが適当であるとさ

れており、本市においても支給決定基準を定める。 

ただし基準の中で示される支給量（標準支給量）が支給量の上限となるものではな

く、個別に適切な支給量を定めることとする。 

本人の状況や意向で、標準支給量を超える支給量を希望される場合は、支給量案を

定めた経緯を丁寧に説明し、それでも希望される場合は、障害支援区分の見直しの検

討、または区で支給決定できる要件に該当する場合は、標準支給量の 1.5 倍までは区

で支給決定することができ、それを超える場合、あるいは区で支給決定できる要件に

該当しない場合は非定型審査会に意見を求め適切な支給量を定めるものとする。 
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（参考） 

 支給要否決定の根拠 

 

神戸市が支給決定基準を定める根拠 

障害者総合支援法（抜粋） 

（支給要否決定等） 

第22条市町村は、障害者等の障害支援区分、当該障害者等の介護を行う者の状況、当該障

害者等の置かれている環境、当該申請に係る障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サー

ビスの利用に関する意向その他厚生労働省令で定める事項を勘案して介護給付費等の支

給の要否の決定を行うものとする。 

７市町村は、支給決定を行う場合には、障害福祉サービスの種類ごとに月を単位として厚

生労働省令で定める期間において介護給付費等を支給する障害福祉サービスの量（支給

量）を定めなければならない。 

 

厚生労働省令で定める事項（勘案事項） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 

（平成18年厚生労働省令第19号） 

第12条 

① 障害支援区分又は障害の種類及び程度その他の心身の状況 

② 介護を行う者の状況 

③ 介護給付費等の受給の状況 

④ 児童福祉法に規定する障害児通所支援又は指定入所支援の利用状況 

⑤ 介護保険給付に係る居宅サービスの利用状況 

⑥ 保健医療又は福祉サービス等の利用状況 

⑦ 障害者（児）の利用意向の具体的内容 

⑧ 障害者の置かれている環境 

⑨ 障害福祉サービスの提供体制の整備の状況 

市町村は、勘案事項を踏まえつつ、介護給付費等の支給決定を公平かつ適正に行うため、あ

らかじめ支給の要否や支給量の決定についての支給決定基準を定めておくことが適当である。 

（中略） 

一方、個々の障害者の事情に応じ、支給決定基準と異なる支給決定（いわゆる「非定型」の

支給決定）を行う必要がある場合が想定されることから、市町村はあらかじめ「非定型」の判

断基準等を定めておくことが望ましい。 

なお、「非定型」の支給決定を行うに当たっては、支給決定案について市町村審査会の意見を

聴いた上で個別に適切な支給量を定めること。 

（平成 19年３月 23 日 障発第 0323002 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「介

護給付費等の支給決定等について（抜粋）」） 

13



14



15



16



17



18



19



20


